


本書面は,伊方原発 3号機の基準地震動 650ガ ルが過小評価であること

を,観測データとの比較を通 して主張するものである。

第 1 地震列島日本に多くの原発を設置する危険性

1 地震列島日本に多くの原発が設置されていること (甲 B161-「 地

震列島 。日本の原子力発電所と地震科学」)

以下の図は, 2015年 (平成 27年)3月 ,「 日本の原子力発電と

地球科学」と題 して公益社団法人 日本地震学会が開催 したモノグラフ所

収の石橋克彦神戸大学名誉教授の上記論文 (甲 B161)か らの引用で

ある。図中,グ レイの ドットは 1990年 (平成 2年)1月 1日 から2

013年 (平成 25年)11月 30日 までのM4.0以 上,深さ40k

m以下の地震 15万 8761個 の震央の位置を示 したもので,赤丸は世

界の原発の位置を示 したものである。

同図から分かるように, 日本列島は地球の表面積の O.3%足 らずだ

が (国土と領海のほかに排他的経済水域の一部を含む。),そ の範囲内

で地球の全地震の約 1割が発生する。このような地震列島に 2011年
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図 1 世界の地震と原子力発電所の分布.グ レーの点は,1990年二月1日 から2013年 11月 30日 ま
でのM4.0以上,深さ40km以下の地震15万8761個の震央を,米国地質調査所のPDEと QEDに よ
ってプロットしたもの (作区 :原田智也)。 白丸は,2010年 1月 現在の世界の原子力発電所 (原子

力資料情報室 (2010)に よる。ブラジルの原発 lヶ所が図の外側にある).

注 :原図の白丸を赤丸に加工 (伊方原発広島裁判原告団事務局)
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(平成 23年)3月 の福島原発事故発生時, 17箇所の原子力発電所に

54基の大型発電用原子炉があつた (さ らに, 2箇所の新規の原発と,

それらを含む 3基の発電炉が建設中であった。)。 これは世界中の発電

炉の約 13%(2010年 (平成 22年)初頭現在)に相当する。

地震列島に以上のように多くの原発が集中しているのは異常な状況

というべきであつた。

2 日本列島が地震列島となつた原因 (甲 B162-日 本列島の地質と地

質環境「プレートテクトニクスから見た日本列島」)

日本列島が地震列島となつて原因は,日本列島が,世界に類例のない,

複雑な地殻の上に作り上げられていることに起因する。

すなわち, 日本列島は,地球を覆っている十数枚のプレートのうち4

枚のプレートの衝突部にあつて,世界的にも活発なサブダクションゾー

ン (沈み込み帯)のフロント (最前線)に位置している。日本列島は北

米プレー トとユーラシアプレートの 2つの大陸地殻にまたがり,さ らに

太平洋プレー トあるいはフィリピン海プレー トの沈み込みによつて2

方向から強く圧縮されている。 (下図参照)

最近注目され始めた房総沖と伊豆半島付近の 2ヶ所のトリプルジャ

ンクション (3つのプレートが 1カ所で接する二重点)の存在は4つの

プレートがぶつかり,せめぎ合う場として世界に類例がなく, 日本列島

がいかに複雑な応力場に支配されているかを示している。
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マグニチュー ド7以上の地震は世界中でこの90年間に900回ほ

ど起きているが,そのうち10%もの地震が日本で起きている。マグニ

チュー ド8ク ラスの巨大地震も日本海溝や南海 トラフといつたサブダ

クションゾーン (沈み込み帯)に集中し,こ こでのプレートの衝突がい

かに

'敷

しいかがわかる。

さらに太平洋プレー トの日本列島下への活発な沈み込みは, 日本列島

を世界でも有教な火山列島にしている。

このような日本近海のプレート運動は,島弧に強い歪みを与え世界で

も有数の地震多発帯,火山活動多発帯といった自然災害の場を形成し,

また地殻の上昇も加わって,非常に脆弱な地盤をもつ日本列島を作り上

げているのである。

3  ノよヽオ舌

以上のとおり, 日本列島が地震列島となつて原因は, 日本列島が,世

界に類例のない,複雑な地殻の上に作り上げられていることに起因する

のであり,非常に脆弱な地盤をもつ日本列島に多くの原発が設置されて

いる危[父性を認識することが極めて重要である。
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第3 伊方原発 3号機の基準地震動が過小評価であること

1 はじめに

ここでは,まず,基準地震動の役割 (後記 2)と 伊方原発 3号機の基

準地震動 (同 3)を前提として述べ,その上で,伊方原発 3号機の基準

地震動と実際に計測された地震動との比較 (同 4)を通じて,伊方原発

3号機の基準地震動が過小評価であることを述べる。

2 基準地震動の役割

「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置,構造及び設備の基準に

関する規則」 (以下 「設置基準規則」とい う。)4条 3項は,耐震重要

施設 (設置基準規則 2条 2項 7号 :設計基準対象施設のうち,地震の発

生によつて生ずるおそれがあるその安全機能の喪失に起因する放射線

による公衆への影響の程度が特に大きいもの)は,基準地震動による地

震力 (その供用中に当該耐震重要施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

る地震による加速度によつて作用する地震力)に対 して安全機能が損な

われるおそれがないものでなければならないとされている。

また,設置基準規則 39条 1項 1号は,重大事故等対処施設 (設置基

準規則 2条 2項 11号 :重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故

(以下 「重大事故等」と総称する。)に対処するための機能を有する施

設)の うち,常設耐震重要重大事故防止設備が設置される重大事故等対

処施設は,基準地震動による地震力に対 して重大事故に至るおそれがあ

る事故に姑処するために必要な機能が損なわれるおそれがないもので

あることが要求されている。

このように原発の安全確保の要である耐震設計は,基準地震動を策定

した上,基準地震動による地震力によつて,耐震重要施設の安全機能や

重大事故等対処施設等の必要な機能等が損なわれるおそれがないよう

することが要求されている。

したがって,基準地震動は,当該原発の地震に対する安全性を決定す
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る極めて重要な役害Jを担つている。

3 伊方原発 3号機の基準地震動 (甲 B163-「 伊方発電所 3号炉の設

置変更に関する審査書の概要」)

伊方原発 3号機の基準地震動策定の経緯は,以下のとおりである。す

なわち,

「・内陸地殻内地震の敷地前面海域の断層群 (中央構造線断層帯)に よ

る地震について,事業者は申請当初,地震調査委員会の知見よりも

断層長さの短いケースで評価していたため,審査において,よ り長

い連動ケースを検討するよう指摘し,中央構造線断層帯と別府一万

年山断層帯が連動する断層長さ約 4 8 0kmを基本モデルとした評

価に変更。また,部分破壊も考慮し,断層長さ約 1 3 0km及 び約 5

4 kmのケースについても評価。応答スペクトルに基づく評価により

基準地震動 Ss-1,断層モデルを用いた手法による評価で Ss-1を上

回る8波を基準地震動 Ss-2-1～ Ss-2-8に 設定。

・海洋プレー ト内地震としては1649年安芸 。伊予の地震を考慮し

た想定スラブ内地震,プレー ト間地震としては南海 トラフの巨大地

震 (M9.0)を もとにした評価の結果,基準地震動 Ss-1を 下回る

ことを確認。

・震源を特定せず策定する地震動として,全サイト共通に適用するM

w6.5未 満の地震は北海道留萌支庁南部地震を考慮した地震動

(Ss-3-1)を ,地域性を考慮して適用するMw6.5以 上の地震は

鳥取県西都地震の震源近傍での観測記録に基づく地震動 (Ss-3-2)

を設定。」 (以上,甲 B163・ 10頁 )

上記記載を簡略に述べると,以下のとおりである。

すなわち,震源断層モデルとして申請時に被告が想定したモデルは短

かったので,広域が連動するモデル (4 8 0km運動)に変更させたこと,

それぞれ応答スペクトルに基づく強震動予測 (Ss-1),聯層モデルを用
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いる強震動予測 (Ss一歩 1からSs-2-8)を行つた。震源を特定せず策定す

る地震動については,北海道留萌支庁南部地震を参考に同地震が本件原

子炉の極近傍で発生 した時の地震動を強震動予測の手法で計算 した

(Ss-3-1)。 またMw6.5以 上の地震については鳥取県西部地震を参

考にして,伊方原発 3号機の極近傍で発生 した時の地震動を計算 した

(Ss-3-2)。

これ らの結果,Ss-1の水平動 (Ss-1-H)の 地震動 650ガ ルが,一番

値が大きいとして,伊方原発 3号機の基準地震動が 650ガ ルとされた。

(以下に原子力規制委員会が確認 した 「中央構造線断層帯の活動区間」

と「想定断層群」の図を示す。 )

以上の結果,被告は 650ガ ルを超える地震動は伊方原発 3号機に襲

来 しないと予測すると宣言 し,ま た原子力規制委員会はこれを承認 し,

650ガ ルを基準地震動 として耐震重要施設等の設計が行われること

となつた。

規制委が確認した本件原写炉中央構造線断層帯活動区間域 (概要 10買 )

敷地前面海域の断層群(中央構造線断層帯)の活動区間としては

吟   480 km

』ウ>  430 km

ゆ   54 krri

ll也露本部の口景構造線晰層帯を九 :

1州狼1の別府一万年山断層常の連動 |

II也翼本部の石鎚山脈北線西喜I

トー伊子灘区間に相豊

が想定されるが,最大規模を想定するとの観点から,480kⅣ産基本震源モデルの長さとする。しかし,部分石皮疑 考慮
丁ることとし,1 30kmモデル,54kmモデルでも評r面を4予う。

国 舌Fの
■で

単 動
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内陸地識内地震

海洋プレート内地震
プレート間地震

:敷地前面海域の断暦群(中央構造線断盾稲 )による地震
:1649年安芸・伊予の地震(M6,9)
:南海トラフの巨大地震(M9.0内閣府検討会 陸側ケース)

海洋プレート内地震

1649年安雲・伊予の地震:帰 と

内陸地段内地震

爛 辮 隠 線 |;I

伊方発電所

巨大地震

1お Z(, 1360 Iよ )(】

4 伊方原発 3号機の基準地震動と実際に計測された地震動 との比較

(1)は じめに

前述のとお り,基準地震動は,耐震重要施設や重大事故等対処施設等

の必要な機能が地震動によつて損なわれることおそれがないように設

計するための前提 となるものであり,地震大国の我が国において原発に

よる破局的大事故を招来させないため,重大な意義をもつものである。

この点,伊方原発 3号機では, 650ガルを基準地震動と策定された

が,合理的なものといえるか。以下,実際に計測された地震動と比較し

て検討する。

修)2000年 (平成 12年)以降の主な地震とその地震動

以下の図は, 2000年 (平成 12年)以降, 20年足らずの間に日

本で発生 した主な地震 とマグニチュー ド及びその地震動を ドットした

図である。
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2000年以後の主な地震とその地震動
地震動 (単位 :ガル)

滉と瑞 亀騨謀躍
CM6.8)   i4000

3000

2000

一4022ガル (最大震度6強 )
(2008年 岩手 。宮城内陸地震

星尾や熟 締 誌地震

可186尤
',レ

(最大震度6弱 )
(2008年 岩手県北部地震・M6.8)

1076,げ,レ (最大震度6強 )
(2011年 静岡県東部地震・M6.4)

1084支
',レ

(最大震度6強 )
(2011年 茨城県北部地震・M6.1)

1300尤
'ザ

♭(最大震度5強 )
(2013年 栃木県北部地震・M6.3)

1740ガザレ(最大震度7)
(2016年 熊本地震 。M7.3)

1494尤
'ル

 (最大震度6弱 )
(2016年 鳥取県中部地震
・M6.6)

1796ガ ,レ (最大震度7)
(2018年 北海道胆振東部地震
・ M6,7)

2)M7

IM9.0

可084ガル
∵鳥噺
不日歌

(最大震度 6強 )

(最大震度5強 )
山県北部地震

2515尤Wレ (最大震度7)
(2004年 新鴻県中越地震

強)
・ M7.3)

1571
(2003

r

肥 馳 縛 饂 )|

了輪誹器
纏覇麟

6Sttl

M6.8)

)

5
部地

／

／

も

1

r 806尤
'ザ

♭ (最大震度6弱)
(2018年 大阪府北部地震
。M6.1)

(本件原

(福島第一・第二、東海第二、玄海、|
川内原発建設時の基準地震動)

2000年

注 :Mはマグニチュード
2010年 2020年

*図中の Mはモーメントマグニチュー ドである。一般的に用いられているマグニチュー ドは気
象庁マグニチュー ド (Mj)であるが Mjは 8以上になると過小測定されるため飽和する。ここで使
用する Mはモーメントマグニチュー ド (Mw)である。表示データは気象庁震度データベースや K―
NETな どを検索したもの。比較的よく知られた地震であり,これですべてというわけではない。

0
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この図で示した各地震の加速度 (ガル)は ,「 K一 NET」 や気象庁

の強震観測点の観測データである。

(9 「K一 NET」 の概要 (甲 B164-国 立研究開発法人防災科学技

術研究所ホームページ)

「K一 NET」 (Kyoshin Net i全 国強震観測網)は,国立研究開発

法人防災科学技術研究所 (以下「防災科研」という。)が運用する,

全国を約 2 0km間隔で均質に覆う1000箇 所以上の強震観測施設

からなる強震観測網である。

1995年 (平成 7年)の阪神淡路大震災 (兵庫県南部地震)は ,

日本の地震学界に大きな衝撃を与え,観沢Jデータに基づく地震学構築

の必要性が関係者に痛感された。このため防災科研は,実際の地震動

を客観的に把握する目的で全国の強震観測網整備に着手したのである。

1996年 (平成 8年)6月 に運用を開始しており,地震被害に直

接結びつく地表の強震動を均質な観測条件で記録するために,各観測

施設は,一部の例外を除き統一した規格で建設され, 自由地盤上 (地

表)に強震計が設置されている。また,各観測施設では得られた強震

記録の特性を詳しく理解するために土質調査も行っている。

なお,図 「2000年 以降の主な地震とその地震動」の観測データ

が2000年 (平成 12年 )以降に限られているのは,「 K一 NET」

網が本格的に整備されたのは同年以降だからである。

惚)「 K一 NET」 の観測データと比べて伊方原発 3号機の基準地震動

650ガルは過小であること

この図を見れば,「 K一 NET」 で測定された観測データと比べて,

伊方原発 3号機の基準地震動 650ガルが過小であることは一目瞭然

である。

このように, 2000年 (平成 12年)以降, 20年足らずの間に

日本で発生した主な 18の地震における観測データが,伊方原発 3号

機の基準地震動 650ガルを越えている事実を直視する必要がある。
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15)「K一 NET」 や気象庁の強震観測点における観測データと基準地

震動の違いを踏まえた検討

ア 予想 される反論

前述のとお り「K一 NET」 や気象庁の観測データは地表面,すな

わち地上の揺れを示すところ,基準地震動は地表面ではなく解放基盤

表面 (設置基準規則別記 2・ 第 4条 5項 1号 :基準地震動を策定する

ために,基盤面上の表層及び構造物がないものとして仮想的に設定す

る自由表面であつて,著 しい高低差がなく,ほぼ水平で相当な拡がり

を持つて想定される基盤の表面)の揺れ,すなわち地下の揺れを示 し

ているとい う違いがある。そのため,地上の揺れと地下の揺れは違 う

ので,「 K一 NET」 や気象庁の強震観測点の観測データと基準地震

動を比較 してはならないとい う反論が予想 される。

以下では,地上の揺れの方が地下の揺れよりも邊に大きいのか,具

体的な事例を検討する。

イ 新潟県中越沖地震発生時の柏崎刈羽原発の事例

2007年 (平成 19年)7月 16日 ,M6.8の 新潟県中越沖地

震が柏崎刈羽原発の敷地を襲ったとき,地下 (解放基盤表面)の揺れ

は,基準地震動 450ガ ルを大幅に上回る最大 1699ガ ル (1号機 )

に達 した (甲 B165-TEPCO REPORT「 本白崎刈羽原子力発電所の

取 り組み状況」 。3頁 )。

仮に地上の揺れが地下の揺れの 3倍だとすると約 5100ガ ル,4

倍だとすると約 6800ガ ルになるが,実際には地上の揺れの方が地

下の揺れより小さかつた。すなわち,柏崎刈羽原発は柏崎市と刈羽村

にまたがつて所在するところ,柏崎市の地上の揺れは 793ガ ル, 1

018ガ ル, 758ガルを,刈羽村のそれは496ガ ルを観測 したに

すぎなかつた (以上,甲 B166-気 象庁強震観測データ (新潟県中

越沖地震))

以上を図示 したのが次図である。
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現実の地震動

柏崎市 793ガザレ(震度6強 )
柏崎市 1018ガル (震度6強 )
758ガザレ〔震度6弱 )
496琥
"レ

(霞度6弱 )

柏崎市

刈羽村

167～ 290m

(解放基盤表面での揺れ :解析値)

1699尤
'ザ

♭

17km

柏崎刈羽原発舟
線
麒

(

地表面

柏崎刈羽原発の基準地震動

S2 450ガル
XS2と は昌守計用眼界地震題み

_.イ   i._と  _

ヽ
‐
4 震源断層

内陸地殻

地震の規模

M6.8

ウ 東北地方太平洋沖地震発生時の福島第一原発の事例

同様のことは,福島第一原発でもいえる。すなわち,2011年 (平

成 23年)3月 11日 ,M9.0の 東北地方太平洋沖地震が福島第一

原発の敷地を襲ったとき,地下 (解放基盤表面)の揺れは,基準地震

動600ガルを上回る675ガルに達した (福島第一原発事故の分析

は,国会事故調によつてなされており,同原発敷地南部 (1～ 4号機

側)の小名浜港工事基準面マイナス200メ ートル (同原発の解放基

盤表面はマイナス 196メ ートル)における東西方向のを見測波形をも

とに,はぎ取り解析を行った結果,はぎ取り波 (解放基盤表面におけ

る推定値)の最大加速度は675ガルに達したとされている。)(以

上,甲 B167-「 国会事故調報告書」200～ 201頁 )。

福島第一原発は大熊町と双葉町にまたがって所在するところ,地上

震源
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の揺れは,大熊町では922ガルを,双葉町では504ガルを観測し

ており(甲 B168-気 象庁強震観測データ(東北地方太平洋沖地震)),

地下の揺れと地上の揺れで大きく変わるとはいえない数値を観測して

いる。

以上を図示したのが以下の図である。

福島第一原発

地表面

工 上記 2事例以外の基準地震動を越える地震動が観測された 3事例に

おける基準地震動と地上の揺れとの比較

以上の2事例を踏まえると,地上の揺れが地下の揺れよりも大幅に

大きくなるとはいえず,原発の基準地震動のガル数と地表面における

観測データのガル数を比較することは可能であり,それによつて,原

発の基準地震動の低さを充分に示すことができる。

例えば,上記 2事例以外にも, 2005年 (平成 17年)から20

現実の地震動

大熊H 922ガ ,レ (震震6強 )
淑葉町 504ガザレ (霞度6強 )

(解放基盤表面での揺れ :解析値)

675ガザレ

幅島第一原発の基準地震動

600ガル

地震の規模

M9.0

1961打鳥
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11年 (平成 23年)のわずか 7年の間に,基準地震動を越える地震

動が観測された 3事例において,地表面における観測データについて

も基準地震動を越えていることからも,実際に観測された地上の揺れ

に比 して,地下の揺れである原発の基準地震動が過少であることが裏

付けられるのである。

①2005年 (平成 17年)8月 16日発生 宮城県沖地震

・女川原発で基準地震動 375ガルを超える地震動を観測 (甲 Bl

69-2005年 8月 16日 宮城県沖の地震女川原子力発電所に

おける観測記録について)。

・女川原発の所在する女川町に隣接する石巻市では560ガルを観

測 (甲 B170-気 象庁強震観測データ (宮城県沖地震))

②2007年 (平成 19年)3月 25日 発生 能登半島地震
。志賀原発で基準地震動490ガルを超える地震動を観測 (甲 Bl

71-「能登半島地震を踏まえた 志賀原子力発電所の耐震安全性

確認について (報告)」 の概要)

。志賀原発の所在する志賀町では543ガルを観測 (甲 B172-

気象庁強震観測データ (能登半島地震))

③2011年 (平成 23年)3月 11日発生 東北地方太平洋沖地震
。女川原発で基準地震動 580ガルを超える最大607ガル (2号

機 。南北方向)の地震動を観測 (甲 B173-女 川原子力発電所

における平成 23年 (2011年)東北地方太平洋沖地震に取得

された地震観測記録の分析および津波の調査結果に係わる報告書

(概要))

・女川原発の所在する女川町に隣接する石巻市における3点で63

3ガル, 675ガル (以上,甲 B174-気 象庁強震観測データ

(東北地方太平洋沖地震)), 933ガ ル (甲 B175-気 象庁

強震観測データ (東北地方太平洋沖地震))を観測

俗)地震学は「二重苦」の学問であり,十分な予測の力はないこと
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そもそも,基準地震動策定の前提となっている地震学は,「二重苦

の学問」といわれる。それは,① 「地震という自然現象は本質的に複

雑系の問題で,理論的に完全な予測をすることは原理的に不可能なと

ころがある」こと,② 「実験ができないので,過去の事象に学ぶしか

ない」こと, ところが③「地震は低頻度の現象で,学ぶべき過去のデ

ータがすくない」ことを意味する (甲 B2・ 636頁 )。

級練一起東京大学地震研究所教授は,地震波から解析されるアスペ

リティの位置が,研究者によつて違うことを問われて,「解析の分析

能がその程度だということです。地震の解析はすべて隔靴掻痒で,本

当のディテールは現状ではわからない」と述べ,それを受けて,島崎

邦彦東京大学名誉教授 (元原子力規制委員会委員)が ,「それは重要

なことで,地震を “外側"から見ています。そして,こ ういうことが

おきているに違いないと,計算して戻して考えている。震源域でなに

がおきているか,われわればじつはあまり知らないのです。」と述べ ,

さらに,岡 田義光防災科学技術研究所理事長が「地表に現れた活断層

は確認できます。だけど,地下はわからない。」と述べ,最後に島崎

名誉教授が「地震の平均像のようなものを見ていることになります。

解像度を一生懸命良くしようとしているが、本当に中で何が起こつて

いるかには手が届いてない。」と述べているとおりであり,ま さに,

「二重苦の学問」であるが故に,「地震の科学には十分な予測の力は

なかつた」のである (以上,甲 B2・ 636, 642頁 )。

このように,基準地震動策定の前提となる地震学に十分な予測の力

がないからこそ,基準地震動を越える揺れが地上で実際に発生しても

驚きではないともいうことができるのである。

(η 小括

以上のとおりであるから,前掲した図「2000年 以後の主な地震

とその地震動」の表のとおり,この20年余の観測データを見れば,

格別強い訳でもない 1000ガル程度の地震動によつて,伊方原発 3
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号機の基準地震動 650ガ ルを容易に越える事例が多数発生している

ことが現実であり,それが 「二重苦の学問」である地震学を前提とし

た基準地震動の限界ともいえるのである。

この点,著名な地震学者である島村英紀教授も,「大きな問題とし

て分かってきたことがある。最近の地震観測では,これらの原発設計

時の基準加速度をはるかに超える実測値が日本各地で記録 されている

ことだ。

例えば宮城県北都地震 (2003年 )では 2037ガ ル,新潟県中

越地震 (2004年 )では震度 7であった新潟県川 口町で 2515ガ

ルを記録 したほか,新潟県中越沖地震 (2007年 )でも震度 6強を

記録 した新潟県柏崎市西山町で 1019ガ ルにも達 していたことがわ

かったのだ。中0(中略)・ …こうして,現在では重力加速度 (980

ガル)よ りも強い揺れが来ることは常識になつた。地震学でも,以前

は全く考えられていなかつた大きさである。

これらは日本中で昔よりも地震計の数がずっと増えて,それまでは

記録されたことがなかった震源の近くや,地盤がとくに弱くて地震動

が増幅されてしまうところでもデータが取れるようになったためだ。

つまり,今まではこのくらい揺れていても,地震計が置いてなかつた

ので知られていなかつただけなのである。地震計が増えたのは,阪神

淡路大震災以後である。

つまり,原発を造るときの基準である「設計用最強地震動」や 「設

計用限界地震動」,つまり中部電力のホームページにあつた 「将来起

こりうる最強の地震」や 「およそ現実的でない地震」は,「将来」で

はなく,すでに起きてしまっているのである。

しかも,地震は今度, 日本のどの原発を襲 うのか分かっていない。

原発を造るときの耐震基準として想定してあった加速度をはるかに

超える地震が起きることが分かったとい うのは恐ろしいことだ。これ

からは日本のどこを襲 うか分からない地震で,今まで起きないと思つ
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ていた大事故が起きるかもしれないからである。」と述べ,原告らの

主張と同様,解放基盤表面におけるガル数と地表面における地震記録

のガル数を単純に比較 しながら,原発の基準地震動の低さを指摘し,

また阪神淡路大震災以後整備 された地震観測網による観測結果の持つ

意味について説いているところである (甲 B176-「 人はなぜ御用

学者になるのか一地震と原発―」 82～ 85頁 )。

以上のとおりであるから,実際に発生することが観測データから合

理的に予想される地震による地震動に比 して,伊方原発 3号機の基準

地震動 650ガ ルが過小であり,耐震性に欠けることは明らかである。

5  ′よヽ1舌

以上のとおりであるから,伊方原発 3号機の基準地震動 650ガルは

実際に計測された地震動との比較において,過小評価といえる。過小な

基準地震動を前提とする伊方原発 3号機の耐震性はあまりに脆弱とい

うべきであり,伊方原発 3号機の運転は差し止められる必要があるので

ある。

17


